
１． はじめに

平成１５年度は「コスト構造改革」の元年であ

り，平成１９年度までの５年間の改革期間で，平成

１４年度と比較して１５％の総合的なコスト縮減を達

成するため，コストの観点からすべてのプロセス

を例外なく見直すコスト構造改革の取り組みに着

手する年である。本稿では国土交通省のコスト構

造改革の取り組みの検討状況等について述べるこ

ととする。

２． コスト構造改革の検討体制

国土交通省では，コスト構造改革を推進するた

め，平成１４年９月３０日に事務次官を委員長とする

「国土交通省公共事業コスト構造改革推進委員会」

を設置するとともに，大臣官房技術調査課長を幹

事長とする幹事会を設置し，全省的な推進体制を

整えた（表―１）。また，具体的な検討事項につ

いては，抜本的かつ実施可能な施策をまとめるた

めに，関係課で構成する八つの作業部会で精力的

に議論しているところである。

３． 検討状況

現在，作業部会で，すべてのプロセスをコスト

の観点から例外なく見直し，抜本的かつ実施可能

な施策について現行の枠にとらわれない検討を行

っている。見直しのポイントとしては「事業のス

ピードアップ」「設計の最適化」「調達の最適化」

の３点である。

「事業のスピードアップ」については，工事に

先立つ段階での事業の円滑な進捗を図ることに重

点を置き，�合意形成手法の改善，�事業の重点

化・集中化，�用地・補償の円滑化を検討内容と

する三つの部会を設置し，活発な議論を行ってい

る。

「設計の最適化」については，�計画・設計の

見直し，�管理の見直しを検討内容とする二つの

部会で検討を行っている。地域に応じた構造基準

の見直し（ローカルルールの導入）等の規格の見

直し，民間の技術提案の積極的活用，技術開発の

促進，既存ストックの有効活用，ITを活用した

施設管理の推進等を主要な検討事項とし，設計の

総点検については前倒しを行い平成１５年１月より

試行を開始した。

「調達の最適化」については，�積算等の見直

し，�発注単位の適正化，�入札・契約の見直し

を検討内容とする三つの部会を設置した。新たな
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調達方式の推進に対応した積算手法等の見直し，

「ユニットプライス型積算方式」の試行，国庫債

務負担行為の活用によるコスト縮減，提案と対話

による技術力競争を重視した調達方式の試行によ

る民間の技術力の結集等を検討し，さらに，公共

発注における制度的な制約等についても検討して

いる。

表―２は平成１４年末時点の中間的な検討状況で

あり，年度内に最終的なとりまとめを行うことと

している。平成１５年度からは，社会実験を含む試

行を実施したうえで検証し，良ければ直ちに制度

化・本格実施を行うこととしている。

「国土交通省公共事業コスト構造改革推進委員会」の設置について

１． 「公共工事コスト縮減対策に関する新行動計画」の実施状況について，具体的施策の着実な推進を図る観
点から，国土交通省公共工事コスト縮減対策委員会（委員長：国土交通事務次官。以下「対策委員会」とい
う。）を設置し，適切にフォローアップし，その結果を公表してきた。
これまでの取り組みに加え，公共事業のすべてのプロセスを例外なく見直す「コスト構造改革」を推進す
ることとなったため，「対策委員会」に替えて国土交通省公共事業コスト構造改革推進委員会（委員長：国
土交通事務次官。以下「推進委員会」という。）を設置する。

２． 推進委員会の構成員は，次のとおりとする。
委員長 事務次官
委員長代理 技監
〃 風岡国土交通審議官
〃 縄野国土交通審議官
副委員長 官房長
〃 技術総括審議官

技術審議官
官庁営繕部長
総合政策局長
土地・水資源局長
都市・地域整備局長
河川局長
道路局長

住宅局長
鉄道局長
港湾局長
航空局長
北海道局長
下水道部長
砂防部長
海上保安庁長官
関東地方整備局長
国土技術政策総合研究所長

事務局 大臣官房技術調査課
大臣官房公共事業調査室

３． 推進委員会に幹事会を置く。

「国土交通省公共工事コスト構造改革推進委員会幹事会」

幹事長 大臣官房 技術調査課長
副幹事長 大臣官房 公共事業調査室長

大臣官房 会計課長
大臣官房 会計課 参事官
大臣官房 地方課長
大臣官房 官庁営繕部 営繕計画課
長
総合政策局 政策課長
総合政策局 国土環境・調整課長
総合政策局 事業総括調整官
総合政策局 建設業課長
総合政策局 建設振興課長
総合政策局 建設施工企画課長
土地・水資源局 国土調査課長
都市・地域整備局 街路課長

都市・地域整備局 公園緑地課長
都市・地域整備局 下水道部 下水
道事業課長
河川局 河川計画課長
道路局 国道課長
住宅局 住宅総合整備課長
鉄道局 施設課長
港湾局 建設課長
航空局 飛行場部 建設課長
北海道局 企画課長
海上保安庁 灯台部 工務課長
関東地方整備局 企画部長
国土技術政策総合研究所 企画部長

事務局 大臣官房 技術調査課
大臣官房 公共事業調査室

表―１ 国土交通省公共事業コスト構造改革推進委員会および幹事会
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４． 数値目標のフォローアップ

平成１４年１２月２０日に，「平成１５年度からの５年

間で，総合コスト縮減率１５％を達成すること」を

コスト構造改革の数値目標とし，公表した。数値

目標に，従来の工事コストの縮減に加え，�規格

の見直しによるさらなるコスト縮減，�事業のス

ピードアップによる事業便益の早期発現，�将来

の維持管理費の縮減をも評価する「総合コスト縮

減率」を導入することとした。算定手法を図―１

および図―２に示す。限られた予算で最大限の国

民サービスの向上を図るため，三つの項目を包含

する総合コスト縮減率を設定した。なお，詳細な

算定手法については，今後「フォローアップ要

領」を作成し，決定することとしている。

５． おわりに

数値目標を達成するためには，コスト構造改革

の抜本的かつ実施可能な施策をどれだけ打ち出せ

るかに左右される。したがって，年度内に行う最

終的なとりまとめが重要な作業となる。国土交通

省として，コストの観点から構造改革にふさわし

い施策を多くとりまとめて行きたい。それによっ

て，「より良く，より安く，よりタイムリー」に

社会資本を整備することが可能となる。

構造改革を加速し，成果をさらに上げるために

は，関係省庁が一致して取り組みを強化すること

が不可欠となる。そのため，国土交通省として関

係全省庁に積極的に働きかけていきたい。

表―２ 施策の検討状況

検討内容 主要検討事項 施 策 例

１ 事
業
の
ス
ピ
ー
ド
ア
ッ
プ

合意形成

構想段階からのPI プロセス等合意形成手法
の改善等
都市計画等事業実施に必要な関係機関との各
種協議・手続きの迅速化，簡素化等

○各事業における構想段階からの合意形成手
続きの導入等の推進
○協議・手続きの総点検の実施による迅速
化，簡素化の検討

２ 事業の重点化・集中化
重点化・集中化による機能の早期発現，事業
の優先度・重要度の考え方の明確化等

○時間管理概念の導入
○事業評価の厳格な実施による事業の厳選

３ 用地・補償の円滑化
地籍調査の促進，土地収用手続きのスピード
アップ，生活再建対策の推進等

○公共事業との連携による地籍調査の促進
○代替地等のあっせんを促進するための代替
地情報システムの活用

４
設
計
の
最
適
化

計画・設計の見直し

規格等の見直し（地域に応じた構造基準の見
直し（ローカルルールの導入）等），設計の
総点検，技術提案の積極的活用，全体事業費
管理の導入，技術開発の促進等

○基準類の性能規定化の推進
○設計総点検のH１５年度実施（H１４年度試
行）

５ 管理の見直し

住民等の参加による地域ごとの管理の推進，
ライフサイクルコストの縮減技術の開発及び
縮減施策の推進，既存ストックの有効活用，
ITを活用した施設管理の推進等

○アセットマネジメント手法等の適用による
管理の推進

６

調
達
の
最
適
化

積算等の見直し
新たな調達方式の推進に対応した積算手法等
の見直し，積算手法の透明性の向上，市場価
格の反映方法の見直し等

○「積み上げ方式」から歩掛を用いない「施
工単価方式」への積算体系の転換・導入の
検討
※「ユニットプライス型積算方式」の試行

７ 発注単位の適正化
発注ロットの適正化，国庫債務負担行為の活
用等

○コスト縮減を目的とした，国庫債務負担行
為の活用

８ 入札・契約の見直し
発注者責任の明確化（品質確保責任等），民
間の技術力を結集する調達方式の推進，電子
調達の推進等

○民間の技術力を結集するため，提案と対話
による技術力競争を重視した調達方式の試
行
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総合コスト縮減率には，従来の工事コストの縮減を含む以下の項目を評価し，下式に�
より率を算出する。�

平成14年度における標準的な公共工事のコストを�
基準とするため、もともと予定していたコストで�
ある①，③を分母に加える。�
　※）計測はアクションごとに次頁の手法により行う。�

①工事コスト縮減（従来の取り組み，規格の見直し等）�
②事業便益の早期発現（事業のスピードアップ，規格の見直し等）�
③将来の維持管理費の縮減�

総合コスト縮減率＝�
総合コスト縮減額①，②，③の合計�

計測年度の全工事費＋総合コスト縮減額①，③の合計�

※）その他，用地費の縮減やCO2排出量の削減による環境への影響軽減等の取り組みも考えられるが，
コスト推計が困難であったり，コスト計測手法が未確立であることから，今回の縮減率評価の
対象からは除いた（ただし，コスト縮減の取り組みは今後とも進めていく）。�

※）なお，詳細な算定手法については，今後，「フォローアップ要領」を作成し，決定する。�

総合コスト縮減額は，平成14年度における標準的な公共工事のコスト（アクション前）と，コスト�
構造改革による取り組み後のコスト（アクション後）との差で算出する。�

工事コストの縮減�

従来のコスト縮減額と同様に計上する�

アクション�
前の工事�
コスト�

アクション�
後の工事�
コスト�

事業便益の�
早期発現�

施策の効果にあわせて，�
これらの手法を組み合わせ�
て縮減額を評価�

a

便益の増加分に�
相当するコスト�
を計測し計上す�
る�

アクション�
前の便益�

アクション�
後の便益�

※B/C値のとり方については今後作成する「フォローアップ要領」�
　において定める。�

同等と�
見なす�

ΔB

ΔC
ΔC

将来の維持管理費の縮減�

供用期間分のランニングコストの縮減額を現在価値に換算したう�
えで，供用年度にまとめて計上する�
供
用
期
間
の
ラ
ン
ニ
ン
グ�

コ
ス
ト
の
現
在
価
値�

アクション前�

供用年度………………�

……� ……�

供用年度………………�

アクション後�

※イニシャルコストが増加する場合，増加分をコスト縮減額から�
　減ずる。�

維持�
管理費�

割引率4％/年� 割引率4％/年�

コスト縮減額�
C′�

CA

B′�
B

c′�

b′�
cb

B/C値を用いて工事コ
ストに換算し，アク
ション前には相応の
仮想コスト（ΔC）が
あったとみなす。�

図―１ 総合コスト縮減率の算定手法

図―２ 総合コスト縮減額の算定手法
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